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夜間定時制の仕出し弁当化方針に反対する
　茨城県教育委員会は、さる 9
月 21 日、県内の定時制給食実
施校に対して、学校給食を現在
の自校内調理場で調理をおこな
う「直営方式」から校外の業者
からの配達を受ける「仕出し弁
当方式（デリバリー方式）」に変
更する方針を示した。10 月 13
日には、該当校の校長を集めて、
2011 年度から仕出し弁当方式
へ移行する計画を説明した。参
加した校長らからは、唐突な提
案に対する反対意見が相次いだ。
このため県教育委員会は、各校
において検討をおこなったうえ、
10 月末までに意見を上申するよ
うに指示した。

財政当局による人件費削減圧力

　「仕出し弁当方式」への変更方
針を知った茨城県高等学校教職
員組合定通部は、10 月 20 日、
県教委との交渉をおこない、「仕
出し弁当方式」の問題点を指摘
して方針撤回を迫った。交渉に
おいて県教育委員会は、「夜間定
時制の給食の大切さは認識して
いる」としたうえで、「従来の直
営方式に問題があるわけではな
い」と述べているものの、知事
部局の財政担当からの圧力によ
り検討をおこなわざるをえなく
なっていると述べた。
　高教組定通部は該当校の分会

と連絡をとり、校長に対して 10
月末の該当校からの意見提出に
おいては、「仕出し弁当方式へ
の移行反対」、「自校方式の継
続」を県教委に上申するよう働
きかけをおこなった。このなか
で該当校のすべての校長が「仕
出し弁当方式」に反対しており、

「2011 年 4 月からの変更方針は
性急」と考えていることを確認
した。

すべての学校から反対の上申

　11 月 18 日に実施した２回目
の県教委交渉において、対象校
から上申された意見はすべて、

「仕出し弁当方式では教育上様々
な問題が懸念される」、「2011
年度導入は性急」、「継続審議と
すべき」とするものであり、仕
出し弁当方式導入に賛成する学
校はなかったことを確認した。
　このため県教育委員会は「平
成 23 年度からの実施は困難」
と財政当局に伝えたという。し
かし経費削減を至上命令とする
財政当局から、実施に向けて再
度検討するよう迫られたとのこ
とで、「現在検討中」としている。

食育基本法を無視する改悪

　2005 年制定の食育基本法は、
前文で「食育を、生きる上での

基本であって、知育、徳育及び
体育の基礎となるべきものと位
置付ける」と宣言している。「食
育」推進のための栄養教諭の配
置が計画的に進められているの
も、同法に基づくものである。
　文部科学省は、2009 年 4 月
1 日づけで通達「夜間学校給食
実施基準の施行について」を発
して、「夜間学校給食の実施に当
たって、生徒の個々の健康及び
生活活動等並びに地域の実情等
に配慮すべきものとすること」
としている。

給食だけが唯一の食事の生徒も

　学校給食は、経済的貧困など
様々困難を抱えながら学ぶ定時
制高校の生徒にとっては、とり
わけ重要性が高い。給食だけが
唯一の食事だという生徒すらい
るのだ。各校からの回答におい
ても、「生徒どうしのコミュニ
ケーション、教師と生徒のコミュ
ニケーションの場としても重要」
との指摘がある。
　経費削減だけを目的とした仕
出し弁当方式への移行方針は、
夜間定時制高校の教育環境を著
しく悪化させることになる。茨
城県当局・県教育委員会は、仕
出し弁当方式への移行方針を撤
回すべきである。

　教育公務員特例法を蹂躙する違法行為について（第４回）　

『新学校管理読本』が判決の効力を拡張したうえ改竄

高裁判決の権威

　刑事訴訟における有罪率は
99% 以上である。行政訴訟にお
ける被告行政当局の勝訴率もき
わめて高く、90% に達する。勝
ち誇った行政当局は自分の主張
の正しさを宣伝するために、判
決文をあちこちで引証し利用す
る。『新学校管理読本』（文部省
地方課法令研究会編著、第三次
全訂版、1997 年、第一法規出版）
が 1977 年の札幌高裁判決を掲
載しているのもその一例である。

　「勤務場所を離れておこなう」
研修について、教育公務員特例
法は「授業に支障のないかぎり」
と承認要件を明示しているにも
かかわらず、札幌高裁判決は明
文規定をはるかにこえる多数の
要件を追加した。すなわち、教
特法は「授業に支障がある限り
は研修参加の承認を許さないも
のとして本属長の承認権を拘束
していると解される」としたう
えで、①「授業以外の……校務

0 0

運営上の支障
0 0 0 0 0 0

」のほか、②「校
0

務の支障をこえて更に
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

行為の態

様、場所等を勘案」し、さらに
③「教育公務員としての身分に
伴う参加の相当性等についても
諸般の事情を配慮
0 0 0 0 0 0 0 0

」したうえで
承認するか否かの「裁量判断を

〔校長に〕付与している」という
のである。札幌高裁によって、
教育公務員特例法は改正されて
しまったも同然である。『新学校
管理読本』は、この判決文をあ
たかも正当な法解釈であるかの
ごとくに取り扱う。8 月に古河
第三高校の長塚卓校長が指示し

【２面につづく】

〈 教育のつどい いばらき 〉案 内 
　○　2011年 2月５日 ( 土 )10:30 から、６日 (日 )12:00 まで
　○　土浦市・国民宿舎〈水郷〉　 土浦市大岩田 255  電話　029-823-1631

２月５日 ( 土 )
　◇　全体会 (10:30-12:00)　　　基調報告と特別報告

　◇　講　演 (13:00-15:00)      　 青砥　恭さん（埼玉大学講師、元埼玉県立高校教諭）

     　 「高校中退から子どもの貧困を考える」

　◇　分科会 (15:15-17:00)   

　　　1　授業づくり・学校づくり 　  2　HR・特別活動・生徒会

２月６日 ( 日 )
　◇　分科会 (9:00-12:00)

　　　1　授業づくり・学校づくり 　　2　HR・特別活動・生徒会　　3　障害児教育

 組合員は参加費・宿泊費無料です。参加申し込みは茨高教組書記局まで。
( 電話 029-305-3075)
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たように、どのような研修をお
こなうかよりも「どうして職場

0 0 0 0 0 0

を離れた場所でなければできな
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

いか
0 0

? という理由」を書くこと
のほうが重要になってしまう。
　前回までに分析したとおり札
幌高裁判決は、教員は勤務場所
すなわち「営

えいぞうぶつ

造物」たる学校に
おいて日常的業務すなわち「当
然に予定されている」活動に従
事しているときにのみ職務に従
事したことになるという独特の
論理を展開している。判決文が
理論的根拠としている「特別権
力関係論」はすでに「過去の遺物」
でしかないうえ、判決文の論理
は正統的な（?）「特別権力関係論」
からも逸脱している。
　そうはいっても、まがりなり
にも高等裁判所の判決である。
いくら論理的に混乱しているか
らといって消えてなくなるもの
でもない。得意になって高裁判
決を引用する『新学校管理読本』
の前に、われわれはひれ伏さな
ければならないのか ?

判決の「既判力」とその範囲

　裁判の結果である判決の拘束
力は当事者および裁判所に及ぶ。
これを「既

きはんりょく

判力」という。
終局判決が確定すると、そ

0

の判決における請求につい
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ての
0 0

判断は、以後、当事者
0 0 0

間の
0 0

法律関係を律する基準
となり同一事項が

0 0 0 0 0

ふたたび
問題になったときには、当

0

事者は
0 0 0

これに矛盾する主張
をしてその判断を争うこと
が許されず、裁判所もその
判断に矛盾抵触する判断を
することが許されなくなる。

（新堂幸治『新民事訴訟法』、
2000 年、弘文堂、570 頁）

　札幌高裁判決についていえば、
確定後は、控訴人の北海道白

しらおい

老
町立白老小学校の川上教諭は、
1969 年 2 月の給与から差し引
かれた1968年 11月 6日から 9
日までの給与の減額分を取り戻
すことはできず、かえって減額
分の 7015 円を差し引いた 2 月
の給与支給日までの 3 か月間に
ついて、年率５％で算定した利
子を北海道に支払わなければな
らない。いっぽう、北海道はそ
の利子 88 円を受け取る。そし
て「既判力」により、両当事者
はこの件でふたたび訴訟をおこ
すことはできず、裁判所はふた
たび裁判をやりなおして異なっ
た判決を下すことはできない。
　しかし、「既判力」はそれ以
上のものではない。当事者の川
上教諭がふたたび同様の教育研
究集会に参加するため、校長に

「勤務場所を離れ」ることの承認
を求めることは可能であるし、

「本属長の承認」なしに参加して
給与の減額を受けた場合、ふた
たび同様の訴訟を提起すること
も可能である。あるいはまた、
1968 年には承認しなかった集
会参加について校長が今度は「研
修」として承認し、北海道がそ
の間も給与を支払うことが、あ
らかじめ法的に禁じられている
わけではない。
　なにより判決は当事者以外の
者に対する拘束力を一切持たな
い。別の教諭が「勤務場所を離
れて研修を行う」ことについて、
別の校長が授業への支障以外の
校務への支障だとかの諸般の事
情だとかを口実にして、研修を
おこなうことを妨げることに法
的根拠を与えるものではない。
もちろん、この判決が全国の校
長に自由裁量権を付与するもの
でもない。判決はこの事件以外

の事例における教特法の解釈や
適用にいかなる法的影響を及ぼ
すこともない。
　教諭側が敗訴した判決だから、
茨城県高等学校教職員組合はこ
んな勝手なことを言うのだとい
う批判があるかもしれない。し
かし、そうではない。逆の場合
を考えてみよう。行政訴訟や民
事訴訟で行政当局側が敗訴した
場合、行政当局は、同様の案件
や同様の訴訟に関して制度や運
用の改善要求を突き付けられる
のが通例である。それに対して
行政当局は、異なる当事者間の
異なる事件には既判力が及ばな
いことを理由に、こう言う。

その判決は個別事案につい
てのものであって、制度そ
のものや一般的な運用方針
が否定されたわけではあり
ません。したがって、今後
も制度・運用を変更するこ
とは考えておりません。

　行政行為にあっては、万に一
つの過誤もあってはならないの
であって、行政不服審査におけ
る原処分取消し裁決や行政事件
訴訟における行政側敗訴

0 0 0 0 0

という
結果になるのは、多くの場合制
度それ自体や一般的運用方針に
問題があるからなのだ。その意
味で行政当局は制度改正や運用
改善の義務を負う。しかしなが
ら、厳密に法的な「既判力」に限っ
ていえば、残念ながら、行政当
局は制度一般を変更する義務は
もちろん、別事案における運用
方針変更の義務も負わない。
　これとは逆の行政側勝訴判決

0 0 0 0 0 0 0

の場合も、既判力の及ぶ範囲は
当該事件とその当事者に限られ
る。あたかも同様の事例すべて
に普遍的に影響が及ぶかのよう
に主張するのは誤りである。ひ
とつの判決文を根拠にして、す

べての勤務場所を離れておこな
う研修に法の条文を超えた様々
の制限を新たに課すことは決し
てできない。

判決の「理由」には既判力なし

　以上は裁判の本体部分、すな
わち判決の「主文」についての
話である。判決ではごく短い「主
文」のあとに、それに付随する
膨大な分量の「理由」が述べら
れるのだが、この「理由」中の
判断が、「既判力」を生ずること
は一切ない。

請求についての判断をそれ
に至る他の判断から画然と
区別し、後者はたんに前者
に至るための手段としての
み意味があるとし、他の請
求との関係では意味をもた
ない〔……〕。（新堂、587 頁）

　或る判決文の「理由」におい
て展開された論理が、以後の同
種事件のすべての裁判における

「理由」を（したがって「主文」
を）をあらかじめ一義的に拘束
するなどということは到底あり
得ない。ましてそれ以後、行政
当局が法令に関する行政解釈を
示したり行政処分をおこなった
りする際に、或る判例の「理由」
中のあれこれの命題を法的拘束
力のある根拠として用いること
ができるわけでもない。
　以上のような次第で、『新学校
管理読本』は札幌高裁判決の「理
由」の一部分を引用するにあたっ
て、あえて「（参考）」とことわっ
て掲げているのである。あくま
で「参考」にすぎず、本文で展
開している主張についての拘束
力のある法的根拠だというわけ
ではありません、ということな
のだ。
　しかし、なんらの拘束力もな
いのに、判決の「理由」中の文

章をうやうやしく引用してみせ
るのは、法律の素人向けの本に
おける手法としてはなかなか狡
猾なやりかたである。「（参考）」
とことわり書きがあっても、読
者にはその意味はよくわからな
い。教育公務員特例法が規定す
る「研修」の解釈として、一般
的拘束力があるかのごとくに読
者を誘導し誤認させる効果は十
分に発揮される。
　しかも、欄外や脚注に小活字
で組んであるのではなく、本文
のどまんなかに掲げられている
のだ。「（参考）」といいながら、
高等裁判所の判決という権威の
もとに、「授業に支障」などほん
の入り口で、「校務の支障」、社
会的評価その他ありとあらゆる
口実をつけて、校長の「自由裁量」
により場所の適否も厳しく査定
されるというのだ。基準に外れ
ればその分の給与が減額される。
うっかり「自宅」などと書こう
ものなら、「自宅でなければなら
ない理由」を言ってみろと凄

すご

ま
れて尻込みさせられるのは必定
である。
　ところが、この詐術にまっさ
きにひっかかったのは、他なら
ぬ永塚卓校長だった。永塚校長
は判決の全文を読むこともしな
いから、この札幌高裁判決の古
色蒼然たる特別権力関係論に時
代錯誤を感じ取ることもなく、
無理に無理を重ねて支離滅裂に
なっているその論理構造に疑問
を持つこともない。13 行の引用
文中に、都合良く茨城県高等学
校教職員組合古河第三高校分会
の主張に対する権威ある「反証」
の数々を見いだし、得意満面で
全教員にコピーを配布した。

『新学校管理読本』の詐術

　『新学校管理読本』は、既判力

を無視して法に疎
うと

い校長を欺い
たのだが、これ以外にも詐欺ま
がいの行為をおこなっている。

『新学校管理読本』中の高裁判決
の 13 行の引用には、2 か所ほど
原文と異なる部分がある。すな
わち、さきに引用した「授業に
支障がある限りは研修参加の承
認を許さないものとして本属長
の承認権を拘束

0 0

していると解さ
れる」とあるのは原文では「羈

0

束
0

」
である。また、「本属長に〔……〕
裁量
0 0

判断
0 0

を付与している」とあ
るのは原文では「裁量判断

0 0 0 0

権
0

」
である（理由、四、２）。
　「裁量判断権」から「権」を削
るのは語法的に誤りであるが、
削る動機も見当たらないから、
おそらくただの写し間違いだろ
う。一方の「羈

き そ く

束」は、たしか
に「拘束」の意味だが、なぜ敢
えて置き換えたのだろうか？　
この条文の解釈としては、行政
当局の「自由裁量権説」に対して、
行政法学における有力な解釈と
して、「羈

き そ く

束行為説」が存在する。
校長の承認は、法文の文字
通り「授業への支障」つま
り本務への支障の有無を学
校として確認するための裁
量の余地なき行為（き

0

束行
為）である〔……〕。（兼子
仁『教育法〔新版〕』1978 年、
有斐閣、324 頁、原文通り）

　判決は、支障があれば承認し
ないよう羈

き そ く

束されると言ってい
るのであり、支障がなければ承
認するよう羈束されるという行
政法学上の「羈束行為説」とは
趣旨が違う。しかし、よほど「羈
束」の語が気に入らなかったよ
うで、どうせ誰も気がつくまい
と、都合よく改

かいざん

竄して掲載した
のである。
　（第４回で終了すると予告しまし
たが、あと１回続きます。）

【１面「研修」記事のつづき】


